
本
号
で
公
布
さ
れ
た
法
令
の
あ
ら
ま
し

平
成
三
一
年
度
以
後
の
各
年
度
分
の
個
人
の
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
に
お
け
る
配
偶
者
控
除
及
び
配

偶
者
特
別
控
除
に
つ
い
て
、
以
下
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
第
二
三
条
、
第
三
四
条
、
第
二
九
二
条
及

び
第
三
一
四
条
の
二
関
係
）

配
偶
者
控
除

イ

控
除
対
象
配
偶
者
又
は
老
人
控
除
対
象
配
偶
者
を
有
す
る
所
得
割
の
納
税
義
務
者
に
つ
い
て
適
用
す
る

配
偶
者
控
除
の
額
を
次
の
と
お
り
と
す
る
こ
と
と
し
た
。

所
得
割
の
納
税
義
務
者
の

前
年
の
合
計
所
得
金
額

控
除
額

控
除
対
象
配
偶
者

老
人
控
除
対
象
配
偶
者

九
〇
〇
万
円
以
下

三
三
万
円

三
八
万
円

九
〇
〇
万
円
超
九
五
〇
万
円
以
下

二
二
万
円

二
六
万
円

九
五
〇
万
円
超
一
〇
〇
〇
万
円
以
下

一
一
万
円

一
三
万
円

ロ

前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
一
〇
〇
〇
万
円
を
超
え
る
所
得
割
の
納
税
義
務
者
に
つ
い
て
は
、
配
偶
者
控

除
の
適
用
は
で
き
な
い
こ
と
と
し
た
。

配
偶
者
特
別
控
除

イ

配
偶
者
特
別
控
除
の
対
象
と
な
る
配
偶
者
の
前
年
の
合
計
所
得
金
額
を
三
八
万
円
超
一
二
三
万
円
以
下

（
改
正
前
三
八
万
円
超
七
六
万
円
未
満
）
と
し
、
そ
の
控
除
額
を
次
の
と
お
り
と
す
る
こ
と
と
し
た
。

前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
九
〇
〇
万
円
以
下
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者

配
偶
者
の
前
年
の
合
計
所
得
金
額

控
除
額

三
八
万
円
超
九
〇
万
円
以
下

三
三
万
円

九
〇
万
円
超
九
五
万
円
以
下

三
一
万
円

九
五
万
円
超
一
〇
〇
万
円
以
下

二
六
万
円

一
〇
〇
万
円
超
一
〇
五
万
円
以
下

二
一
万
円

一
〇
五
万
円
超
一
一
〇
万
円
以
下

一
六
万
円

一
一
〇
万
円
超
一
一
五
万
円
以
下

一
一
万
円

一
一
五
万
円
超
一
二
〇
万
円
以
下

六
万
円

一
二
〇
万
円
超
一
二
三
万
円
以
下

三
万
円

前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
九
〇
〇
万
円
超
九
五
〇
万
円
以
下
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者

配
偶
者
の
前
年
の
合
計
所
得
金
額

控
除
額

三
八
万
円
超
九
〇
万
円
以
下

二
二
万
円

九
〇
万
円
超
九
五
万
円
以
下

二
一
万
円

九
五
万
円
超
一
〇
〇
万
円
以
下

一
八
万
円

一
〇
〇
万
円
超
一
〇
五
万
円
以
下

一
四
万
円
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租
税
条
約
に
基
づ
く
申
立
て
が
行
わ
れ
た
場
合
に
お
け
る
個
人
の
市
町
村
民
税
の
徴
収
猶
予
に
つ
い
て
、
租

税
条
約
の
相
互
協
議
に
関
す
る
国
税
に
お
け
る
諸
制
度
の
取
扱
い
を
踏
ま
え
、
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と

し
た
。（
第
三
二
一
条
の
七
の
一
二
及
び
第
三
二
一
条
の
七
の
一
三
関
係
）

居
住
用
財
産
の
買
換
え
の
特
例
に
つ
い
て
、
特
定
非
常
災
害
の
た
め
、
そ
の
買
換
資
産
を
取
得
期
限
内
に
取

得
す
る
こ
と
が
困
難
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
一
定
の
要
件
の
下
、
そ
の
取
得
期
限
を
二
年
の
範
囲
内
で
延
長
す

る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
四
条
関
係
）

肉
用
牛
の
売
却
に
よ
る
事
業
所
得
に
係
る
課
税
の
特
例
の
適
用
期
限
を
三
年
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則

第
六
条
関
係
）

土
地
の
譲
渡
等
に
係
る
事
業
所
得
等
に
係
る
課
税
の
特
例
に
つ
い
て
、
適
用
停
止
期
限
を
平
成
三
二
年
三
月

三
一
日
ま
で
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
三
三
条
の
三
関
係
）

優
良
住
宅
地
の
造
成
等
の
た
め
に
土
地
等
を
譲
渡
し
た
場
合
の
長
期
譲
渡
所
得
に
係
る
課
税
の
特
例
に
つ
い

て
、
特
定
非
常
災
害
の
た
め
、
予
定
期
間
内
に
租
税
特
別
措
置
法
第
三
一
条
の
二
第
二
項
第
一
二
号
か
ら
第
一

六
号
ま
で
に
掲
げ
る
土
地
等
の
譲
渡
に
該
当
す
る
こ
と
が
困
難
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
一
定
の
要
件
の
下
、
そ

の
予
定
期
間
を
二
年
の
範
囲
内
で
延
長
す
る
も
の
と
し
た
上
、そ
の
適
用
期
限
を
三
年
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。

（
附
則
第
三
四
条
の
二
関
係
）

◇
地
方
税
法
及
び
航
空
機
燃
料
譲
与
税
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
法
律
第
二
号
）（
総
務
省
）

一

地
方
税
法
の
一
部
改
正
関
係

１

道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税

上
場
株
式
等
に
係
る
配
当
所
得
等
に
つ
い
て
、
提
出
さ
れ
た
申
告
書
に
記
載
さ
れ
た
事
項
そ
の
他
の
事
情
を

勘
案
し
て
、
市
町
村
長
が
課
税
方
式
を
決
定
で
き
る
こ
と
を
明
確
化
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
三
二
条
及
び
第
三

一
三
条
並
び
に
附
則
第
三
三
条
の
二
関
係
）

県
費
負
担
教
職
員
の
給
与
負
担
に
係
る
改
正
に
伴
い
、
指
定
都
市
の
区
域
内
に
住
所
を
有
す
る
所
得
割
の
納

税
義
務
者
に
係
る
個
人
の
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
に
つ
い
て
、
以
下
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。

平
成
三
〇
年
度
以
後
の
各
年
度
分
の
所
得
割
の
標
準
税
率
を
、
道
府
県
民
税
二
パ
ー
セ
ン
ト
（
改
正
前
四

パ
ー
セ
ン
ト
）、
市
町
村
民
税
八
パ
ー
セ
ン
ト
（
改
正
前
六
パ
ー
セ
ン
ト
）
に
改
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
三

五
条
及
び
第
三
一
四
条
の
三
関
係
）

平
成
三
〇
年
度
以
後
の
各
年
度
分
の
分
離
課
税
の
所
得
割
に
係
る
税
率
及
び
税
額
控
除
の
割
合
等
を

に

合
わ
せ
て
改
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
三
七
条
、
第
三
七
条
の
二
、
第
三
一
四
条
の
六
及
び
第
三
一
四
条
の
七

並
び
に
附
則
第
五
条
、
第
五
条
の
四
の
二
、
第
五
条
の
五
、
第
六
条
、
第
三
三
条
の
二
〜
第
三
四
条
の
三
、

第
三
五
条
〜
第
三
五
条
の
二
の
二
、
第
三
五
条
の
四
及
び
第
四
五
条
関
係
）

指
定
都
市
の
指
定
が
あ
っ
た
場
合
等
の
道
府
県
民
税
又
は
市
町
村
民
税
の
規
定
の
適
用
の
特
例
に
つ
い

て
、
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
三
七
条
の
二
関
係
）

指
定
都
市
の
区
域
を
包
括
す
る
道
府
県
は
、
指
定
都
市
に
係
る
平
成
二
八
年
度
分
及
び
平
成
二
九
年
度
分

の
道
府
県
民
税
の
所
得
割
（
退
職
所
得
の
分
離
課
税
に
係
る
所
得
割
を
除
き
、
標
準
税
率
に
係
る
部
分
に
限

る
。）に
係
る
地
方
団
体
の
徴
収
金
の
額
（
平
成
二
九
年
度
又
は
平
成
三
〇
年
度
に
払
い
込
ま
れ
る
一
定
の
も

の
に
限
る
。）の
二
分
の
一
に
相
当
す
る
額
を
当
該
指
定
都
市
に
対
し
交
付
す
る
こ
と
と
し
た
。（
改
正
法
附
則

第
五
条
関
係
）

に
か
か
わ
ら
ず
、
退
職
所
得
の
分
離
課
税
に
係
る
所
得
割
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
税
率
を
道
府
県

民
税
四
パ
ー
セ
ン
ト
、
市
町
村
民
税
六
パ
ー
セ
ン
ト
と
し
、
指
定
都
市
の
区
域
を
包
括
す
る
道
府
県
は
、
当

該
道
府
県
に
払
い
込
ま
れ
た
退
職
所
得
の
分
離
課
税
に
係
る
所
得
割
に
係
る
地
方
団
体
の
徴
収
金
の
額
（
当

該
指
定
都
市
に
係
る
も
の
に
限
る
。）の
二
分
の
一
に
相
当
す
る
額
を
当
該
指
定
都
市
に
対
し
交
付
す
る
こ
と

と
し
た
。（
附
則
第
七
条
の
四
関
係
）
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